
さいたま市ひとり親家庭児童就学支度金支給要綱  
 

（趣旨）  
第１条 この要綱は、ひとり親家庭の福祉を増進するため、中学校（学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）第７２条に規定する特別支援学校の中学部を含む。

以下同じ。）に入学する児童の入学準備に要する経費に関し、予算の範囲内に

おいて、ひとり親家庭児童就学支度金（以下「就学支度金」という。）を支給

することについて、必要な事項を定めるものとする。  
（支給対象者）  

第２条 就学支度金の支給対象者は、配偶者のない女子若しくは配偶者のない男

子又はこれらに準ずる者で、現に中学校に入学する児童を扶養しているもので

あって、当該児童（以下「支給対象児童」という。）が入学する年（以下「入

学する年」という。）の２月末日において、次の各号のいずれにも該当するも

のとする。  
 (1) 市内に住所を有していること。  

(2) 当該年度の市町村民税が、所得割、均等割共に課されていないこと。  
(3) 第４条第１項に規定する申請者と生計を同じくする世帯のすべての扶養

義務者に係る当該年度の市町村民税が、所得割、均等割共に課されていな

いこと。  
(4) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に基づく保護を受けていない

こと。  
２ 前項に規定する配偶者のない女子とは、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭

和３９年法律第１２９号。以下「法」という。）第６条第１項に規定する配偶

者のない女子をいう。  
３ 第１項に規定する配偶者のない男子とは、法第６条第２項に規定する配偶者

のない男子をいう。  
４ 第１項に規定するこれらに準ずる者とは、次に掲げる児童を養育する者をい

う。  
(1) 父母が死亡した児童  
(2) 父及び母が監護しない児童  

５ 第１項第３号に規定する申請者と生計を同じくする世帯においては、児童扶

養手当法（昭和３６年法律第２３８号）に基づく児童扶養手当の認定に係る基

準を準用する。  
（就学支度金の支給額）  

第３条 就学支度金の支給額は、支給対象児童１人につき１０，０００円とする。 



（支給の申請）  
第４条 就学支度金の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

ひとり親家庭児童就学支度金支給申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）

に市町村民税が課税されていないことを証明する書類（以下「非課税証明書」

という。）を添えて、市長に申請するものとする。ただし、当該年度の市町村

民税の賦課期日に市内に住所を有していた者で、市が保有する課税資料の閲覧

に同意した申請者は、非課税証明書の添付を省略することができる。  
２ 申請書を提出する期限は、入学する年の２月末日（当該日が日曜日又は土曜

日に当たるときは、その日前において、その日に最も近い日曜日又は土曜日で

ない日）とする。  
３ 入学する年の２月１日以後において、新たに第２条に規定する支給対象者と

なった場合における申請書を提出する期限は、前項の規定にかかわらず、３月

末日（当該日が日曜日又は土曜日に当たるときは、その日前において、その日

に最も近い日曜日又は土曜日でない日）とする。  
（支給の決定）  

第５条 市長は、前条の申請があったときは、支給の可否を決定し、ひとり親家

庭児童就学支度金支給決定通知書（様式第２号）又はひとり親家庭児童就学支

度金不支給決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 
（支給方法）  

第６条 前条の規定により支給決定した就学支度金は、原則として、入学する年

の３月に支給するものとする。ただし、申請書の提出が３月１日以後の場合は、

この限りでない。  
（就学支度金の返還）  

第７条 就学支度金の支給後において、支給要件に該当しない事実があったとき

は、既に支給した就学支度金を返還させることができる。  
（その他）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  
   附 則  
 この要綱は、平成１５年８月１日から施行する。  
   附 則  
 この要綱は、平成１９年８月１日から施行する。  

附 則  
 （施行期日）  
１ この要綱は、平成２１年１月１日から施行する。  
 （経過措置）  



２ この要綱による改正後の申請書は、平成２１年４月１日以後の申請について

適用し、同日前の申請については、なお従前の例による。  
   附 則  
 この要綱は、平成２６年７月１日から施行する。  
   附 則  
 この要綱は、平成２９年９月１日から施行する。  

附 則  
（施行期日）  

１ この要綱は、令和元年７月９日から施行し、同年４月１日より適用する。  
（経過措置）  

２ 改正後の要綱の施行の際、改正前の様式により使用されている書類は、改正

後の様式によるものとみなすことができるとする。  


